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企業の変革ケイパビリティ向上と効果的な組織変革の実現 

　IBM のTalent & Changeコンサルティング・サービスは、行動科学、ソーシャ
ル・コラボレーション・ツールやアナリティックスを活用することで、あらゆる
組織におけるトップ・タレントの発掘、従業員の参画意識の醸成、大規模変革の
マネジメントを支援している。お客様の従前の仕事のやり方に対して再考を促
し、刻々と変化する市場状況に応じて変革プロジェクトの規模、スコープ（範
囲）、スピードをコントロールすることを可能とする。我々が保有する実証済み
の変革へのアプローチであるBetter Changeという方法論を活用し、リーダーが
変革の成功に向けて戦略やイニシアティブ（施策）を実現・実行する手助けをし
ている。これらの知見は、10年以上にも及ぶIBM自身の変革経験によって培われ
た変革ケイパビリティ（能力）と、様々なお客様向けに戦略、組織、文化、従業
員の変革をTalent & Changeというコンサルティング・サービスを通じて提供し
続けてきたことから導出されている。現在では170カ国にもまたがるグローバル・
ケイパビリティを活用して、世界中のあらゆる業種の企業や組織に対して継続的
に成果をもたらしている。



変化し続ける現実

　混乱はあらゆる組織にとって不可避となった。急速なテクノ
ロジーの進展、膨張し続けるデータ、グローバル統合の必要性
の高まり等、より巨大化し多様化する変化についていくこと
は、先進的と呼ばれる企業にとっても困難な時代となった。 
　それでも市場を先導する企業と市場からの退出を迫られる企
業とでは、変化を見通し、対応し、活用する能力に違いがあ
る。歴史は生き残りをかけて競い合ってきた企業の様々な教訓

に溢れている。 

By Hans-Henrik Jorgensen, Oliver Bruehl and Neele Franke 

組織における変革の重要性とチェンジ・マネジメント能力のギャップ
は広がり続けており、過去の経験の枠を越えた挑戦的な行動が組織に求められてい
る。このような状況下で、組織はいかにこの大きな変化に対応すれば良いのか。変
化や変革を促進する組織文化となるために、どのようにチェンジ・リーダーを活用
し、どのように従業員を巻き込んでいるのか。変革の度合い・スピードとチェン
ジ・マネジメント能力とのギャップを減少させる（少なくとも増大を防ぐ）ための
組織とはどのようなものか。 
　IBMの最新のMaking Change Workスタディは、組織変革の企画、立ち上げ、
実行を担う約1,400名のリーダーにアンケートを実施したものである。この調査で
は、現実が変化し続ける中で変革を実現するための鍵を見つけた成功企業群（「
チェンジ・アーキテクト」と呼ぶ）が特定された。 

の回答者しか、チェンジ・マネジメント

に成功していると考えていない。 

の回答者が重要なプロジェクトにおける

チェンジ・マネジメントに十分な重点
が置かれていないと述べている。 

の回答者しか、将来の変革プロジェクト

を首尾よく管理するための適切なスキ
ルが備わっていると考えていない。

の組織しか、リーダーの職務責任と
してチェンジ・マネジメントを挙げてい
ない。

「問題を作り出したときと同じ思考で解決することはで

きない。」
アルベルト・アインシュタイン1

20%
87%

40%

49%

わずか

わずか

わずか



2     Making change work　－ 現実が変化し続ける中で変革を実現する

　例えば、米国のある有名な印刷会社は、消費者が好きな
ヒーローを大画面で見たいという事実に気づいたことで、
後に破綻を切り抜けた。同社は、映画やデジタル・エンタ
ーテイメントへの転用が可能と思われる物語やキャラクタ
ーについて自らの出版物を試験台に使い始めた。また著し
く業績を好転させるために、可能な限り優秀な人材を配置
した。取締役会という組織の最上位階層から始まり、組織
のあらゆる階層に変革プログラムを組み込んでいった。破
綻一歩手前から業績が好転した後、同社の商品は著名な映
画プロデューサーたちから好評で引く手あまたとなってい
る。しかし、成功の方程式の裏側には、大きな変化の予兆
を察知し対処することが出来なかったがゆえに、業界トッ

プから転落した企業の例が多数ある。2

　変化に対して上手に対処する企業と失敗する企業の違い
は何か。現実が変化し続ける環境で、どのように企業は競
合と差別化し、そして成功するのか。IBMはその答えを見
つけるために、組織がどのようにこの新しく激しい環境変
化に対処するかを最新のMaking Change Workスタディで
調査した。本書は2008年に出版された最初のMaking 
Change Workスタディの調査結果を基にしている。当時の
報告書では、もはや予測可能な単発的な変化によって日常
業務が時折中断することを嘆くような牧歌的な状況ではな
くなってきている点を指摘した。むしろ、絶え間なく続く

変化状態こそがこれからの定常状態であると総括した。3

　今日、変化の度合いとスピードが我々の予想をはるかに
越える勢いで加速していることを誰もが感じている。それ
による混乱はビジネスのあらゆる面に影響を及ぼしてい
る。競争環境が激変した例を取り上げてみよう。以前なら
バリュー・チェーンの主要な箇所に競合企業が攻撃をしか
ける場合に業界は混乱していた。しかし現在では、少なく
とも5人中2人のCEOが、次の競争相手は別の業界からやっ
てくると予想している。これらの新しい競争相手は市場シ
ェアを奪うだけではなく、その業界そのものをひっくり返
す。4 この状況は多くの組織にとって従業員のマインドセッ
トを変えるだけではなく、組織設計とプロセスの再考を促
すこととなる。

　そして、ほぼ全ての業界のCEOが、改革し続けるための鍵
はコラボレーションであることを学んでいる。迅速かつ連続
的な革新が求められる時代においては、コラボレーション環
境で働くことができる顧客、パートナー、従業員は、より早
くより先へ行くことができる。5 個人間でコラボレーション
できるように権限を移譲し、指示命令型の組織階層から脱却
することで、組織の限界を押し広げる企業が出現しつつあ
る。6 次世代の従業員（幼少期よりデジタル文化に親しんで
きたミレニアル世代）は既にそこにいる。彼らのDNAの一
部には、デジタル・コラボレーション、柔軟性と創造力が組

み込まれている。7 

　しかし、多くの企業ではコラボレーションという新たな
時代の入り口に従業員を踏み込ませる用意ができていない
ようである。本調査の回答者の74%が、個々人が急増する
デジタル作業環境に完全には適応する用意ができていない
（オンライン、オフライン問わず）と回答した。一方回答
者の88%が、今後5年間の主要な論点は、カスタマー・セン
トリック（顧客中心）な組織を可能とする新たなテクノロ
ジー活用であろうと回答した。これら回答は先進テクノロ
ジーを活用したいリーダーの想いと実際の組織能力とのギ
ャップを鮮明に表している。

　しかしながら、このテクノロジーこそが、組織にとって
最も重要なステークホルダーである顧客と交流する手段で
あり、その手法と媒体はより複雑になりつつある。テクノ
ロジーのおかげで法人顧客も消費者はもはや単なるニーズ
を聞く相手ではなく、彼らは関係を主導し、複数のチャネ
ルにまたがるシームレスな顧客体験を求める。そしてニー
ズをより満たす組織を見つければ、彼らはすぐさまに乗り

換える。8 

　先進アナリティクス、クラウドとコグニティブ・コンピ
ューティング（経験的認識に基づくコンピュータ技術）と
いったテクノロジーの統合と迅速な導入は、顧客を中心と
したビジネス課題に取り組む組織にとって重要な課題とな
る。その実現のためには顧客対応と社内のビジネス機能を
連携させる必要があるが、これは透明性を重視する現代に
おいて競合他社を上回るために必要不可欠なことである。
回答した組織の77%が、今後5年間の大きな目標としてグロ
ーバル規模で更にプロセスとテクノロジーを統合すること
を挙げている。
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　この統合は、経営層（CxO）の大きな変化と再編成を意
味する。経営層は自身が担当する組織がそれ以外の組織と
どのように機能しているか詳細に調べる必要がある。例え
ば、マーケティング部門とIT部門はデジタル世界の顧客最
前線としてコラボレーションしなければならない。またサ
プライ・チェーン部門やマーケティング部門、IT部門にと
っては、オムニチャネル変革のためにコラボレーションが
必要となる。そして、人事、財務や事実上全ての活動はク
ラウド上のソリューションを利用するためにIT部門と協業

する必要がある。

　より企業にコラボレーションが求められるようになる
と、チェンジ・マネジメントの焦点と重要性は、従来のIT
導入からビジネス主導へと移行することが期待されること
となる。例えば、過去5年においては変革イニシアティブ（
施策）のトップ3として企業変革、ERP、その他のITシステ
ム導入が挙げられていた。 

企業変革

ERP導入

その他システム導入

その他組織再編

シェアード・サービス

合併・買収

アウトソーシング

ビジネス・アナリティクス

サプライチェーン・マネジメント

eコマース・ディストリビューション

ソーシャル・ビジネス

図1: 全社的な企業変革は依然として最優先課題であるが、今後5年間にビジネス・アナリティクスとソーシャル・ビジネスの重要性が増すことが予想される。

出典: IBM Organization Change Management.
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過去５年間に実施されたプロジェクト

企業変革

ビジネス・アナリティクス

ソーシャル・ビジネス

シェアード・サービス

その他組織再編

ERP導入

合併・買収

eコマース・ディストリビューション

その他システム導入

アウトソーシング

サプライチェーン・マネジメント

今後５年間に重要度を増していくプロジェクト
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　今後5年間重要性を増すと考えられるプロジェクト・タイ
プの調査では、企業変革は引き続きまだ最上位にあるが、
ビジネス・アナリティクスとソーシャル・ビジネスが、他

の項目を抜いて2、3位に順位を上げていた。（図1参照）

　成功した組織はどのように避けられない変化へ挑戦に対
応しているのか。そして、変化の度合いとスピードと、自
組織の能力との間のギャップを迅速に察知して対応できて
いるのか。もし対応しているとするならば、これらの企業
はグローバルにおけるダイナミックな競争環境、要求の多
い顧客、進化するテクノロジーと膨大なデータの中で、ど
のようにプロジェクトを生み出し、成功裏に終えているの

か。

調査方法
　今日のビジネス環境において組織が変革への挑戦をどの
ように考えているか、そして変革を続けられるケイパビリ
ティを開発した組織を特定するため、IBM Organization 
Change Management Practice（IBM組織変革管理コンサ
ルティング部門）と IBM Institute for Business 
Value（IBMのグローバル・ビジネス調査機関）は、2回目
のMaking Change Workスタディを実施した。2013年9月
から2014年2月までの間、1,390回にわたるインタビューと

オンライン調査が行われた。本調査は48カ国、20以上の業
種において、組織で変革を企画、立上げ、あるいは実行す
る責任を有する者を対象に行われた。（図2参照）

チェンジ・アーキテクトの紹介
　約1,400名ものリーダーを対象とした調査で、今日のビジ
ネス環境において組織（特に業績が良い組織）がどのよう
に変革することができたかを明らかにした。企業では何年
間もかけて、チェンジ・マネジメント・ケイパビリティを
向上させてはいるものの、変革に必要なケイパビリティと
実際のケイパビリティとのギャップは拡大し続けている。
本調査から、調査対象の上位20%の組織はこのケイパビリ
ティを獲得することに大きく成功していることが読み取れ
る。本書では、これら上位20%の組織のことを「チェン
ジ・アーキテクト」と呼ぶことにする。チェンジ・アーキ
テクトが実行するプロジェクトのうち少なくとも75%は成
功している。すなわち、最低でも4つのプロジェクトのうち
3つのプロジェクトが事前に設定された目標に到達してい
る。（図3参照）9 やや結果が劣る35%の組織は、ある程度
成功しているとみなすことができる。調査対象の残りの
45%の組織は平均以下の成功に留まっている。 

図2: 最新のMaking Change Work スタディは48カ国、20以上の業種の1,390
名による回答の分析結果に基づいている。

注: 四捨五入のため数値の合計が100%にならない場合がある。 
出典: IBM Organization Change Management. 

プロジェクト・マネージャー

チェンジ・リーダー

プロジェクト・スポンサー

プロジェクト・チーム・リーダー

対象領域の専門家

所属する会社・団体内部での役割

プロジェクト・マネジメント・ 
オフィス（PMO）メンバー

その他プロジェクト・チーム・メンバー

28%

28%

14%

8%

7%

6%

5%

3%

役割

どちらかといえば成功 
（48%以上 75%未満）

図3: チェンジ・アーキテクトは一貫してプロジェクトを成功に導いてお
り、成功率は成績の芳しくない組織を大きく上回ることが多い。

出典: IBM Organization Change Management.
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（48%未満） 

成功 
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ご自身の経験から、所属組織でのプロジェクト成功の確率
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その他 チェンジ・アーキテクト
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　チェンジ・アーキテクトは、あらゆるビジネスの局面に
おいて変革を浸透させるための投資を行っている組織であ
ると、自らを位置づけている。彼らはプロジェクトをダイ
ナミックに管理することに長けている。チェンジ・アーキ
テクトが実施するプロジェクトは、平均的な組織と比較し
て完全に成功する割合が56%ほど上回っている。彼らはプ
ロジェクトを完遂させるために、常日頃から変革を続けら
れる状態に自らを置いている。チェンジ・アーキテクトは
他者が参考とすべき、複雑で継続的な変革の環境において
競争力を保つためのモデルを作り上げている。 

　本書では、チェンジ・アーキテクトが組織の中で変革を
進めるにあたり、何を差別化して実行しているのかを見て
いく。調査結果の分析より、チェンジ・アーキテクトは効
果的に変革を進めることができるように、次の３つ要素を

重要視して実践していることが分かった。

•	あらゆる階層でリーダーシップを発揮する 

•	変革を常に強く意識する

•	筋肉を鍛える

　チェンジ・アーキテクトになるためには、変革をマネジ
メントするこれら3つの基本要素を企業全体で兼ね備えるこ
とが要求される。つまり、急速で膨大な変化に対し、迅速
に対応できるケイパビリティが企業文化として根付いてい
ることが求められる。本書においては、チェンジ・アーキ
テクトがこれら3つの基本要素についてどのように対応し、
他者が見習うべきロードマップを示しているのかを見てい
く。 

変革を常に	
強く意識する

筋肉を鍛える

あらゆる階層で	
リーダーシップを	

発揮する

チェンジ・アーキテクトになるための3つの基本要素
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あらゆる階層でリーダーシップを発揮
する 
　変革とはあらゆる組織が向き合わなければなら

ない定常的なものである。一方で、限られた組織しか変革
をマネジメントすることに成功していないと言える。我々
の調査においては、その理由が変革至上主義的な企業文化
が企業で培われていないことに起因すると明示されてい
る。変革を成功させるためには、変革がトップから始まり
組織全体を巻き込んでいくことが必要である。すなわちト
ップ・マネジメントのスポンサーシップ、ミドル・マネジ
メントへ権限委譲、組織のあらゆる階層で変革を促進する
企業文化を培うことが必要である。（図4参照） 

「今ある現実と闘っても物事を変えることは
できない。何かを変えるには、既存のモデル
を時代遅れにする新しいモデルを作らなけ
ればならない。」
リチャード・バックミンスター・フラー「宇宙船地球号操縦マニュア
ル」10		

トップ・マネジメントのスポンサーシップ

ビジョンの共有

変革を動機づけ推進する企業文化

適切なタイミングでの誠意あるコミュニケーション

ミドル・マネジメントによる変革のオーナーシップ

従業員の関与

チェンジ・エージェント（変革の先駆者）

効率的な組織構造・権限

プロジェクトチームのスキルセット

十分な研修プログラム

業績指標の適正化

報奨金やその他の特典

プロジェクト・マネジメント業務への集中

トップ・マネジメントへの定期的な進捗報告

83%

64%

57%

53%

51%

46%

39%

27%

変革を成功裏に進めるための最重要要因

図4: 組織は経営者のスポンサーシップが変革を成功させるための最も重要な要因であると考えている。

出典: IBM Organization Change Management.
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14%
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ハード要因

ソフト要因
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　チェンジ・アーキテクトになることは、自らが大きな組
織変革にさらされることを意味する。そこにおいては組織
全体のマインドセットと行動の転換を主導することが要求
される。調査結果を分析したところ、リーダーが組織全体
の変革を推進するためには、次の3つの重要な特性が必要と
なることが明らかになった。（図5参照）

1.	組織全体でのロール･モデルの体現 

2.	変革コミュニケーションによる従業員の巻き込み 

3.	あらゆる組織階層でチェンジ・リーダーへの権限委譲

1. 組織全体でのロール･モデルの体現 

　73%の回答者は、トップ・マネジメントがチェンジ・リ
ーダーとして参画することがプロジェクトを成功するため
の基本要件であると答えている。これらのリーダーは、変
革を成功させるためのリーダーシップやマネジメントにお
いて、周りの人が期待するような信頼感があり意義深い手

73%

73%

ロールモデリングにリーダーを巻き込む

変革のための説得力のある事例を確立しコミュニケーションを行う

変革に対して意欲を持った人を任命して権限を与える

達成目標を揃える

褒賞・評価システムを用いる

階層組織においてトップダウン型で強制する

コンプライアンス遵守に必要な罰則を適用する

64%

45%

28%

10%

4%

態度や行動を変えるために最も有効な手段

図5: ロール・モデリングと変革の必要性を訴える説得力のある根拠を示し、伝えることが組織の態度と行動を一新する最も効果的な手段の2つと考え
られている。

出典: IBM Organization Change Management.

本を示すことによって、ロール・モデルとして行動する必
要がある。

　しかし、トップ・マネジメントがチェンジ・リーダーと
して参画していると回答したのは、回答者の66%に過ぎな
い。チェンジ・アーキテクトの回答では、その値が77%に
跳ね上がる。（図6参照）　ミドル・マネジメントのチェン
ジ・リーダーとしての参画に関しては、更に大きいギャッ
プが存在している。ミドル・マネジメントは最前線におけ
る重要な差別化要因であり、企業の全階層で変革できるよ
うなマインドセットを醸成する責任を負っている。経営層
（CxO）は戦略を設定し、その活動の推進役はミドル・マ
ネジメントが担う。しかしながら、ミドル・マネジメント
が変革を牽引するとの回答は半分に満たない。チェンジ・
アーキテクトでさえ、62%しかそのような対応を行ってい
ると答えていない。
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　トップ・マネジメントかミドル・マネジメントかを問わ
ず、変革はリーダーの重要な役割として認識される必要があ
る。マネジメントをチェンジ・リーダーとして参画させるた
めの最も効果的なアプローチは何かとの問いに対して、チェ
ンジ・リーダーシップ・アクティビティ（活動）とスキル構
築が個人目標と開発計画に組み入れられていることが必要で
あるとの回答が65%で最も多かった。また回答者の多くが、
チェンジ・マネジメントの主要な要素を取り入れたコーチン
グ・プログラムが必要であるとも回答している。それは、様
々な人々を首尾一貫してチェンジ・マネジメントに関与させ
るだけではなく、全ての階層の従業員のコミットメントを得
る方法などを体系化したプログラムである。

　変革を進めているリーダーは、組織を前進させることに
責任を負う必要がある。しかし、我々の調査結果で
は、49%の組織のリーダーが効果的に変革をマネジメント
することに責任を負っていただけであった。カナダのある
変革エキスパートが「リーダーの大多数がスケジュールと

予算に関する責任を負っている。それはプロジェクトとそ
の実行に対してであり、実現（Transition）や変革
（Transformation）に関してではない」と言っていたが、
チェンジ・アーキテクトでは、その64%がリーダーに対し
て責任を課し、より良い成果を挙げている。

2. 変革コミュニケーションによる従業員の巻き込み

　チェンジ・アーキテクトは、変革の最中に絶えず従業員
を巻き込み続けるという点で傑出している。IT中心のコミ
ュニケーションが幅を利かせ、個人がパワーをもつ今の時
代においては、一方通行やトップ・ダウンのコミュニケー
ションだけでは組織の共感を得ることは難しい。変革に際
して組織階層を通じたトップ・ダウンのコミュニケーショ
ンはいまだに重要であるが、プロジェクトを成功させるた
めにはあらゆる階層での対話を促すコミュニケーション・
スタイルが必要となる。

トップ・マネジメントは 
変革のリーダーとして 
行動できるとの回答

図6: チェンジ・アーキテクトはトップ・マネジメントとミドル・マネジメントのいずれにおいても変革リーダーの役割を果たすことを可能にしている組織
の割合がその他を上回っている。さらにリーダーにチェンジ・マネジメントに対する責任も負わせている割合も上回っている。

注: 相対的な増加率を示す。
出典: IBM Organization Change Management.

ミドル・マネジメントは 
変革のリーダーとして 
行動できるとの回答

所属組織のリーダーは、 
変革を効果的に成し遂げる 
責任を負っているとの回答

77%

63%

22% 
more

62%

45%

38% 
more

64%

45%

42% 
more

チェンジ・アーキテクト
その他
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　しかしながら我々の調査においては、74%の組織がトッ
プ・ダウンでのコミュニケーション・アプローチを行って
おり、そのほとんどが従業員のフィードバックのためのチ
ャネルを設けていない。（図7参照）　18%というわずか
な組織が制度化された複数のフィードバック・チャネルを
設けており、更にわずかな8%の組織のみがコラボレーショ
ン・ツールを用いて組織横断的な対話を促進している。

　もちろん、チェンジ･アーキテクトは異なるやり方を取っ
ている。彼らは従業員に対して、単なるアナウンスや散発
的な会話などは行わない。その代わりに彼らは他の組織と
比較して50%以上多くの割合で、複数のコミュニケーショ
ン・チャネルを有効利用し、組織を横断したコラボレーシ
ョンを試みている。このような会社のリーダーは、傾聴
し、フィードバックを受け止め、学習に基づき行動する。
ある回答者は要約して言った。「我々は真の意味の変革ネ
ットワークを作る必要があり、バーチャルなチェンジ･エー
ジェントという概念について考え始めなければならない。
実際にバーチャルな変革に関わる人的ネットワークを作り
参加させるために人々の時間を解放することが、プロジェ
クト単位ではなく「永続モード」で実践するためのひとつ

の解決方法である。」

　ソーシャル・ツールやコラボレーションは、変革をマネ
ジメントし従業員を変革へ巻き込む上で、重要性を増して
きている。しかしながら、従業員を変革へ巻き込む上でこ
れら新たなコミュニケーション形態の重要性を認識してい
る組織と、実際に使用している組織には大きなギャップが
ある。我々のインタビューでは、回答者の73%がソーシャ
ル・チャネルやコラボレーション・ツールによって従業員
が変革のイニシアティブへ自発的に取り組む機会を提供で
きるようになると認めており、59%の回答者がこれらのツ
ールによって変革が組織に早く浸透することに寄与するこ
とを認めている。（図8参照）

　このような新たなツールや技術を適切に活用するために
は、新たなスキル・セットやリーダーシップの責任が重要
となる。チェンジ・アーキテクトはソーシャル・ツールや
テクノロジーを有効利用する傾向にあり、それらをコア・
ケイパビリティに組み込んでいる。彼らはソーシャルのア
プローチを、従業員とより円滑にコミュニケーションする
ためだけでなく、組織において変革を加速させるために使

制度化された 
複数のフィード 

バック・チャネル 
を設置している

図7: 変革に関するコミュニケーションは依然として主にトップダウンで行われ
ている。

出典: IBM Organization Change Management.

主に 
トップダウン

コラボレーション・ 
ツールを使って 

組織全体にわたる 
対話を促す

組織における変革コミュニケーション

74%

18%
8%

新しい形態のコミュ
ニケーションが変革
の浸透を加速させる
ということについて

同意

図8: ソーシャル・メディアやコラボレーション・ツールを通じた関与が幅
広く浸透し、重要性を増している。

出典: IBM Organization Change Management.

ソーシャル・メディア
とコラボレーション・
ツールが変革イニシア
ティブにおいてより多
くの従業員関与の機会

を提供すると回答

コラボレーション・ツ
ールを通じた組織横断

的対話を推奨

73%

59%

8%

新しいコミュニケーション・ツール
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用している。つまり彼らは仕事のやり方に関する、より大
規模で本質的な変革へと急速に向かっている。11 コミュニ
ケーションに関するコラボレーション・インフラは、従業
員を関与させるために重要な要素である。しかしそれだけ
では、貧弱な変革コミュニケーション戦略を打破すること
はできないであろう。カナダのあるチェンジ・マネジメン
ト専門家は「それは変革の浸透を促進させるためには効果
的なツールであるが、適切な方法で使われた場合に限られ
る。明確かつ整合性の取れた目的のためには、ソーシャ
ル・ネットワークに飛びつく前にしっかりとした計画を立
てる必要がある。」と述べている。

　したがって、これはリーダーが積極的にデジタル技術や
新たなコミュニケーション形態を採用する時の基本要件と
言える。回答者のうちの65%が、リーダーを積極的にデジ
タルの世界に取り組ませることが、変革の浸透を加速させ
るための最重要項目であると認識している。次いで回答者
のうち61%が、ソーシャルでコラボレーティブな活動の影
響について、組織内で正しい認識を持つことの重要性を認
識している。

　しかしながら、やはり会話に参加するだけでは不十分であ
り、従業員の提案を聞き、考慮し、行動することが、プロジ
ェクトを成功させるための鍵となる。卓越したコミュニケー
ション手法を体現しているチェンジ・アーキテクトの71%
は、従業員の提案を考慮の上行動している。それは他の組織
と比べて37%も割合が高い。（図9参照）

3. あらゆる組織階層でチェンジ・リーダーへの権限委譲

　従来の組織階層構造にとらわれず、あらゆる組織階層で
チェンジ・リーダーに権限を委譲することは、昨今の組織
においてますます重要となっている。重要なコラボレーシ
ョン・コミュニティーのリーダーや、フォーマルあるいは
インフォーマルなネットワークのオピニオン・リーダー
は、組織内において何千ものフォロワー（支持者）を有し
ていることがある。彼らは、多くのトップ・マネージャー
よりも従業員の考え方や行動に対する影響力を持っている
可能性がある。現場に近いチェンジ・リーダーは、当然な
がらより実業務に近い立場におり、階層を通して知らされ
るメッセージよりも、「フォロワー」への説明の方が、変
革による影響について理解や納得を得やすいかもしれない
ことを理解している。フランスのあるチェンジ・マネジメ
ント専門家は、我々の調査において「物事を正しい方向に
前進させるために、関係者を変革のアクター（役者）に仕
立て上げるべきである」と指摘しており、英国のある回答
者も「適切なリーダーを任命し、彼らに対して業務権限委

譲することが重要である」と述べている。人を巻き込むこ
とや、対話を作り出すことは、もはや一握りのトップ・マ
ネージャーの責任ではない。デジタル革命は新しい働き方
とともに全ての従業員に変革をリードする機会（ボトム・
アップ、トップ・ダウン、横の連携）を与え、新たなリー
ダーシップを生み出す。

要約

　組織のリーダーには、変革の推進のために以下に示す事項に
対応することが求められている。

・	 ビジネスにおけるチェンジ・リーダーシップ・アクティビテ
ィとその結果に対する責任

・	 従業員の積極的な関与に対する責任（ツール整備を含む）

・	 チェンジ・リーダーへの権限委譲により組織全体を変革する
能力

図9: チェンジ・アーキテクトは従業員の提案を検討し、それに基づいて行
動するという点でも他の組織をしのいでいる。

注: 相対的な比率の増加を示す。

出典: IBM Organization Change Management.

その他

37% 
more

従業員の提案が検討され実際に採用される

チェンジ・ 
アーキテクト

71%

52%
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変革を常に強く意識する
　トップ・マネジメントの重要な責任の一つとし
て、積極的なチェンジ・マネジメントが組織にと
って必要不可欠であるという点に関する明確なビ

ジョンを策定することが挙げられる。マネージャーは、チ
ェンジ・マネジメントプログラムの活動内容や利益が企業
全体によく理解されるように徹底しなければならない。

　我々の調査では、回答者の87%は、重要なプロジェクト
におけるチェンジ・マネジメントについて現時点では十分
な関心が払われていないことを示している。また多くの組
織は、重要なプロジェクトにおいてチェンジ・マネジメン
ト・アクティビティに総プロジェクト予算のわずか5%以下
しか投資していない。（図10参照）12 これは我々の前回の
調査で、効果的に変革を進めるために最低限必要であると
報告をした11%という値よりもかなり少ない。

　なぜ実際に割り当てられる予算と、効果的なチェンジ・
マネジメントに必要な予算に差が生じるのか。回答者は、
組織が新しい変革ケイパビリティを積極的に身につけよう
としない理由として5つの阻害要因を挙げている。経費はそ
の最下位に位置する。

1.	チェンジ・マネジメントによる利益が明確でないから
（69%） 

　多くの組織にとって、チェンジ・マネジメントの価値

が明確になっていない。積極的に変革をマネジメントす

ることで組織は何を得るのか。効果的なチェンジ・マネ

ジメントはどのようにプロジェクトの成功率を上昇させ

るのか。そして、効果的なチェンジ・マネジメントの結

果を組織としてどのように評価するのか。この問いに対

処するため、変革の成功に対する評価基準をあらかじめ

定めておき、プロジェクトの結果と比較する必要があ

る。

2.	チェンジ・マネジメント・アクティビティが明確でない
から（53%） 

　プロジェクト毎にやり方が異なるような行き当たりば
ったり、もしくはその場しのぎのチェンジ・マネジメン
ト・アクティビティからでも、組織は一定の利益を得る
ことができる。そのような場合には変革アクティビティ
は理解されないか、可視化されないか、具体的ではな
い。したがって、変革アクティビティが組織におけるコ
ア・アクティビティであると定義した上で、戦略的に重
要なプロジェクトに適用されなければならない。コンセ
プトとしてだけ変革を取り入れるだけでは不十分であ
る。チェンジ・マネジメントの活動はプロジェクト全体
計画に具体的に取り込まれなければならない。

3.	チェンジ・マネジメント専門家の役割が明確でないから

（49%） 

　チーム・メンバーの各々の役割が、全体あるいは個別
の必要なアクティビティとどう関係を持つのか明示され
ていないために、プロジェクトは全体最適の成果を挙げ
ることができないことが多い。組織全体におけるチェン
ジ･マネジメント専門家の役割と責任を従業員に示すこと
は特に重要であり、それにより従業員はチェンジ･マネジ
メント専門家が何をする人たちなのか、また変革関連の
役割においてどのように関わり合えば良いかが理解可能
となる。

4.	スキルを有するマネジメント・リソース（要員）が不在

であるから（43%） 
　多くの組織には変革に対する欲求があるが、欲求を現
実に変えるケイパビリティがない。その結果、十分に訓
練されていない従業員がスキルセットのレベルを超えた
推進活動を担わされることとなる。変化に十分対処する
ために、組織は企業全体の変革ケイパビリティを強化す
ることはもちろん、チェンジ・マネジメント専門家のス

キルを早急に成長させる必要がある。

図10: 過半数の組織は主要なプロジェクトにおけるチェンジ・マネジメント
活動への配分額が総予算に占める比率はわずか5%以下である。

出典: IBM Organization Change Management.

無し	 1-5%	 6-10%	 11%以上

チェンジ・マネジメントに対する総投資予算の比率

プロジェクト･マネジメントに対する総投資予算の比率

7%
1%

47%

11%
24%28%

22%

60%

予算割り当て： チェンジ･マネジメントとプロジェクト・

マネジメント
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5.	チェンジ・マネジメントにはお金が掛かるから（26%） 

　新しいリソースの獲得、新しい方法論とツールの採用、
トレーニングと教育への投資は、それ相当の費用がかか
る。しかし、効果的なチェンジ・マネジメントに立ちはだ
かる他の阻害要因と比べれば、費用が阻害要因と答えた回
答者の占める割合は著しく小さい。チェンジ･マネジメン
トへの積極的な投資を避けることは、長期的な視点でみる
と財務的により高くつくことになる。前述したように
2008年の調査でチェンジ・アーキテクトに相当した企業
は、総プロジェクト費用の11%以上を変革アクティビティ
に費やしている。しかし最新の調査ではいまだ回答企業の
22%しか総プロジェクト予算の11%以上を変革アクティビ
ティに投資していないと回答している。13 

　成功したプロジェクト（期待どおりかそれ以上の利益を
成し遂げた）のうち76%がチェンジ・マネジメント・アク
ティビティをプロジェクト全体計画に含んでいたと回答し
ており、成果が達成できなかった組織よりも33%の割合で
上回っている。（図11参照）14 チェンジ･アーキテクトはア
クティビティを定義し、ビジネスの意義と関連づけ、そし
て遂行のための責任ある役割を任命することに長けてい
る。

　しかしながら、実際に、活動し、役割と責任を持ち、コ
ミュニケーションするだけでは十分ではない。チェンジ・
マネジメント専門家は、（他の変革に関連する役割と同様
に）変革を進めるための権限と力を持つ必要がある。変革
の進捗状況は、経営層の関心事項である必要がある。我々
の調査において、予想どおりあるいはより多くの利益を創
出した組織の77%は、変革の進捗を経営層に見える形で報
告している。これは期待未満の利益しか挙げられなかった
組織よりも35%も多い結果である。これらの成功した組織
は、目に見える形の結果を挙げ、変革の進捗を最大の関心
事とし続けることに長けている。

　利益を明確にするために、変革に関する進捗の成功基準
が定義され、関係者に同意され、それに基づき測定される
必要がある。プロジェクトの期待利益を得るためには、成
功基準を確立し、進捗をモニタリングすることが決定的に
重要である。回答者の78%は、進捗はあらかじめ定義され
たゴールに対して測定されていたと回答した。しかし、実
際は何を基準として測定しているのであろうか。

　回答者は、主にマイルストーン（89%）や作業工程（71%
）の状況を通してプロジェクトの進捗を評価している。一
方、期待以上の利益を上げた組織は、以下のような項目を
評価する傾向が強い。（図12参照）

•	・新しいスキルと行動の採用（他の回答者より57%の割合
で多い）

•	・組織的な利益に関する理解（他の回答者より52%の割合
で多い）

•	・新しい個人の役割へのコミットメント（他の回答者より
50%の割合で多い）

•	・シニア・リーダーシップのサポート（他の回答者より
39%の割合で多い）

要約

　組織全体がチェンジ・マネジメントにおける役割、アクティ
ビティ、価値について明確に理解する必要がある。変革を常に
強く意識し、適正な組織的意義を確立することがトップ･マネジ
メントに課せられている重要な責任である。彼らはビジョンを
打ち出し、チェンジ・マネジメントによる価値を周知し、企業

文化にチェンジ・マネジメントを注入させなければならない。

期待に届かない成果 
（90%未満）

図11: チェンジ・マネジメント・アクティビティが最初から全体的なプロ
ジェクトに組み入れられたときはプロジェクトが成功する確率が高い。

注: 相対的な比率の増加を示す。

出典: IBM Organization Change Management.

期待とおりあるいは 
それ以上の成果 
（90%以上）

76%

57%

33% 
more

チェンジ･マネジメント・アクティビティがプロジェクト計

画の当初段階に組み込まれていた場合の結果
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筋肉を鍛える
　変革の度合いが大きくなりスピードは加速しつ
つある状況で、必要な変革を立ち上げ、推進する

にあたっての課題は、企業文化や、複雑性に関する過小評
価などといったソフト要因によるところが大きい。また我
々の最新の調査において回答者は、経営資源（リソース）
の不足、プロセスやITの変化等といったハード要因が課題
として大きくなりつつあると認識している（図13参照）。15 

　組織の未来像を左右するデジタル時代のテクノロジーの
機会に関して、ITやプロセスにおける変化が阻害要因とな
っていることは驚きに値しない。マネージャー（特にミド
ル･マネジメント）は、日常業務においてリソースが競合す
る等、しばしば変革プログラムからの要請に煩わされてい
る。そしてこれらの問題は、常に変革を最優先とは捉えな
い企業文化の中で扱われようとしている。言い換えれば、
ソフト要因はハード要因と密接な関係がある一方で、その
ハード要因がより複雑化している状況にある。

マイルストーンの完了

作業工程ごとのプロジェクト状況

組織的な利益に関する理解

シニア・リーダーシップのサポート

新しいスキルと行動の採用

新しい個人の役割へのコミットメント 

92%

88%

図12: ほとんどの組織がマイルストーンの達成度をプロジェクト状況評価の基準としている。成功するプロジェクトは、評価において変革の進捗状況
の成功基準をより重視している。

出典: IBM Organization Change Management.

期待とおりあるいはそれ以上の成果を挙げた（90%以上） 

期待未満の成果に終わった（90%未満）

69%

72%

44%

29%

36%

26%

36%

23%

27%

18%

プロジェクト状況の反映に用いられる指標
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　トップ・マネジメントは、企業全体の変革ケイパビリテ
ィを加速させるためのスキルを有するチェンジ・マネジメ
ント専門家に権限を委譲することで、変革実施に伴う幅広
い課題に対応すべきである。これらの専門家は変革を企業
文化に根付かせることになる。我々の調査では、84%の組
織はチェンジ・マネジメントに50%以上の内部スタッフを
活用している。しかし77%の回答者は、その内部スタッフ
は平均6年以下しか経験を有していないチェンジ・マネジメ
ント専門家であると回答した。更にチェンジ・マネジメン
トを将来的に成功させるためのスキルを有しているスタッ
フは40%に留まるとなっている。すなわち、変革ケイパビ
リティへのニーズはそれを扱う組織の努力を上回るスピー
ドで進んでいる。変革ケイパビリティ獲得レースは進行中
なのである。

　したがって、チェンジ・マネジメント専門家のスキル開
発を迅速に行うこと、また変革を効率的に行うために内部
のナレッジ、スキル、マインドセットを整備・醸成するこ
との両方に需要があると言える。昨今、場当たり的な業務
活動や役割の再定義や個別プロジェクト毎の活動では、組
織は変革の規模とスピードに追随できなくなってきてい

る。チェンジ・アーキテクトは、この事態に気づいてい
る。彼らはチェンジ・マネジメント専門家を組織し、企業
全体の変革ケイパビリティを体系的に構築している。過去6
年間でフォーマルなチェンジ・マネジメント方法論を使用
するプロジェクトは24%から45%に増加した。チェンジ・
アーキテクトにおいては、この値は実に55%に跳ね上が
る。（図14参照）16 

　更に正式な役割、キャリア・パス、職務分掌、育成のゴ
ールを設定することはチェンジ・マネジメント専門家の効
果的な育成につながる。これを実現するために、個人の育
成計画は組織の変革アクティビティを成功に収めるための
コア･アクティビティ、コンピテンシー、スキルを含めて定

義される必要がある。

企業文化

経営資源の不足（予算や人など）

複雑性の過小評価

プロセスの変更

ITシステムの変更

トップ・マネジメントのコミットメント不足

情報やコミュニケーションの不足・誤り 
による透明性の欠如

変革ノウハウの不足

関係する従業員のモチベーション不足

テクノロジーの障壁

44%

44%

40%

36%

35%

23%

20%

19%

図13: 企業文化、経営資源の不足、難易度の過小評価が変革の実施における最大の課題と見られている。

出典: IBM Organization Change Management.

17%

17%

ハード要因

ソフト要因

変革実現の阻害要因
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要約

　変革の専門知識を形式知化し、企業全体の変革能力を体系的
に構築し、チェンジ・マネジメントの取り組みとチームを一元
化することによって、変革規律を確立することが、組織変革に
必要な筋肉を鍛えることにつながる。

図14: 2008年の第1回Making Change Work スタディ以降、フォーマルなチェンジ・マネジメントの手法の利用は大幅に増加している。

注: 相対的な比率の増加を示す。

出典: IBM Organization Change Management.

フォーマルなチェンジ・ 
マネジメント方法論が 
常時もしくは定期的に 

利用されている

55%

42%

31% 
more

フォーマルなチェンジ･ 
マネジメント方法論の研修 

が常時もしくはかなりの頻度 
で実施されている

36%

28%

29% 
more

チェンジ・アーキテクト 
その他

フォーマルなチェンジ・ 
マネジメント方法論の利用

45%

24%

88% 
increase

2014 2008

フォーマルなチェンジ・マネジメント方法論の利用

　我々の調査では、60%の組織がプロジェクト・マネージ
ャーには公式なキャリア・パスが設定されていると回答し
ている。対照的に、チェンジ・マネジメント専門家の場合
は、25%に留まる。プロジェクト・マネージャーに公式な
キャリア・パスを設定することは、チェンジ・マネジメン
トを成功させるための差別化要因にはならない。言い換え
れば平均以下のパフォーマンスに陥らないための効果でし
かない。チェンジ・アーキテクトは通常の組織よりも42%
も多くの割合でチェンジ・マネジメント専門家に公式なキ
ャリア・パスを設定しているという点で、傑出した違いを
見せる。

　チェンジ・アーキテクトは、企業全域で体系的に「筋
肉」をつけるために、公式に定義された変革規律（change 
discipline）を整備する。一貫性のある方法論や変革に関連
するトレーニング、キャリア開発、アセット利用、社内全
体のナレッジやベスト・プラクティスの共有等を行うため
には、中央集権的に進めることが必要不可欠である。参照
事例や各種知見に関して中心となるフレームワークがまず
構築されるべきであり、その後に個別のアプリケーション
やプロジェクトにも対応されるべきである。

これは必ずしも地理的に一箇所に集約されるものではな

く、むしろ知見、専門知識、ベスト・プラクティス、パフ

ォーマンス目標、キャリア・パスといったものが集約化さ

れている。その他の組織と比べると、チェンジ・アーキテ

クトの場合はチェンジ・マネジメント・ケイパビリティを

集約して保有している割合が高い。（チェンジ・アーキテ

クトの場合33%、その他の組織の場合24%）
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チェンジ・マネジメントの成熟度を高める

　チェンジ・マネジメントの5つの成熟レベル、すなわち、
非定型の個別対応（Informal）、基礎的行動の発現
（Emerging）、方法論の確立（Formalizing）、組織全体
への展開（Scaling）、組織文化への定着（Embedded）
は、それぞれ次のレベルへ移る前に備えるべき能力や特性
を盛り込んで整理したものである。組織は、ある成熟度か
ら次のレベルに上がるときに新たな能力や特性を備えるこ
とになる。そして、既に備わっているスキルは更に洗練さ
れたものとなる。それは成長と発展の継続的なサイクルと
なる。 

　全ての組織が、同じ地点からチェンジ・マネジメントを
始めるわけではない。チェンジ・マネジメントの成熟度の
現状によって、スタート位置は変わってしまう。しかし、
どのレベルから始めるにせよ、共通のアプローチを適用し
て、あらかじめ決められたスピードで着実に推進すれば、

プロセスを簡素化することができる。

チェンジ・マネジメントの進展

　チェンジ・アーキテクトになることで、組織における変革
の度合いやスピードと、それに必要なチェンジ・マネジメン
トのケイパビリティ向上との間にあるギャップを埋めること
が可能となるか少なくとも、それ以上拡げないようにするこ
とができる。前述したように、無秩序な混乱は絶え間なく続
くものである。多くの組織は、変革を進めるための確かな知
見を持っているという事実があるにもかかわらず、変革を積
極的にマネジメントし実行することを得意としてこなかっ
た。チェンジ・マネジメントに関するケイパビリティのギャ
ップを埋めるためには、その足りない部分を知るしかない。
それぞれの組織の特徴をよく理解し、ケイパビリティ不足を
解消するための道筋について、明確なビジョンを持つ必要が
ある。そのためには、変革を推進するための基本要素とし
て、「あらゆる階層でリーダーシップを発揮する」、「変革
を常に強く意識する」、「筋肉を鍛える」の3つを理解し、
組織としての仕組みの中に変革を組み込んでいくことが求め
られるのである。 

　一般にどのような場合にケイパビリティの差が現れるの
か、それを特定し今後のあり方を示すため、IBM Institute 
for Business Value Research Hubは、我々の調査項目に
対する各組織からの回答を分析した。分析においては、チ
ェンジ・マネジメントのケイパビリティや、期待される成
果、好ましい成果を得るために必要となるケイパビリティ
の観点で、組織を分類した。18 その結果、組織は5つに区分
された成熟度のレベルに沿って発展することが分かった。

（図15参照）

「変革は序盤が最も難しく、中盤に最も混乱
し、終盤は最善の状態に達する。」
ロビン・S・シャーマ著書17		

「世界で大きな成功を収めた人間は自ら想
像力を働かせている。彼らは前もって考え、
イメージを構築した上で、そのイメージを細
部に至るまで具体化し、ここを補い、そこに
少し追加し、これとあれを若干変更しなが
ら、しかしひたすら着実に構築に構築を重
ねる作業に取りかかる。」
ロバート・コリアー著書19
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　5つの成熟レベルとは以下のとおりである。

1. 非定型の個別対応（Informal）

　チェンジ・マネジメントの成熟度が初期レベルの組織で
は、構造化されたプロジェクト・マネジメントのアプロー
チに従うことがある。しかし、チェンジ・マネジメントに
おいては、チェンジ・リーダーの役割を主にトップ・マネ
ジメントに頼っている。このレベルにある組織は、組織変
革に対して共通のアプローチや標準的なアプローチを用い
ない傾向にあり、過去のプロジェクトで学んだ教訓を活か
すこともない。したがってそのような組織では、方法論や
必要なスキルについて頻繁に外部リソースに頼ることにな
る。また、社員が変革イニシアティブへ参加する機会を得
る方法として、ソーシャル・ツールやコラボレーション・
ツールを使うことを認識し始める状態にある。

　次のレベルに進むためには、プロジェクトの進捗状況の
評価に際して変革に焦点をあてた基準を採用し、社員個人
の目標やスキル習得計画の一環としてチェンジ・リーダー
シップのスキルを身に付けるコーチングを行い、リーダー
にはチェンジ・マネジメントの基本的な部分に関与しても

らう必要がある。

2. 基礎的行動の発現（Emerging）

　このレベルのチェンジ・マネジメントのケイパビリティ
を持つ組織は、プロジェクト・マネジメントにおけるプロ
ジェクトの状況説明について、変革に焦点をあてた方法を
用いるようになる。しかしこれらの組織は、チェンジ・マ
ネジメントに関するフォーマルな方法論を適用していない
ことが多く、関連する学習の機会も与えられていない。そ
してチェンジ・マネジメントのケイパビリティは進展を始
めたばかりの状態である。このレベルの組織は、チェン
ジ・マネジメントの基礎についてリーダーを指導し、チェ
ンジ・リーダーシップのスキルを社員個人の目標やスキル
育成計画の一部として少しずつ重視し始める。また、それ
らの組織は、社員が参画するためのソーシャル・ツールや
コラボレーション・ツールの使用をより重視している。

　次のレベルに達するためには、チェンジ・マネジメント
の方法論の導入や、様々なステークホルダーが関わる変革
の取り組みにおいて、積極的な関与（コミットメント）を
促すスキルを備えたリーダーを育成することがポイントと
なる。

3. 方法論の確立（Formalizing）

　フォーマルなチェンジ・マネジメントのケイパビリティ
を持つ組織は、標準的な方法論を整備し、チェンジ・マネ
ジメントに関する一貫したアクティビティとツールを多く
のプロジェクトに適用している。しかし、これらの組織に
おいては、全社規模でチェンジ・マネジメントのケイパビ
リティを育成するための体系的なアプローチはいまだ不十
分である。組織変革のアプローチを更にフォーマルなもの
とするために、リーダーは各ステークホルダーから変革へ
のコミットメントを得るためのスキルを習得する。このレ
ベルの組織は、個別のプロジェクトに対してチェンジ・マ
ネジメントのケイパビリティを適用することに注力してい
る。必要な人員は組織内のスタッフから採用するか、外部
に委託している。

　次のレベルへ進むために、これらの組織はミドル･マネジ
メントを中心とするリーダー全員に、あらゆる階層で変革
を推進することについて責任を課し、一元的に集約された
チェンジ・マネジメントのケイパビリティを育成する必要
がある。変革に関与する役割を持つ全てのメンバーに対し
て、フォーマルなチェンジ・マネジメント方法論に関する
トレーニングを体系的に実施することが求められる。

4. 組織全体への展開（Scaling）

　チェンジ・マネジメントのケイパビリティを拡張展開す
るレベルに達した組織は、関与する全ての役割に対応した
フォーマルなチェンジ・マネジメントのトレーニングを展
開している。このレベルの組織では、変革の取り組みを一
元的に集約し、プロジェクトの変革ポートフォリオのいた
るところで、変革に関する標準的規律を組織全体に適用し
ようと努めている。このレベルの組織は、あらゆる階層の
リーダーに、効果的なチェンジ・マネジメントに対する組
織的な責任を課し始めている。また、これらの組織は、単
にトップ・マネジメントに頼るだけではなく、ミドル･マネ
ジメントがチェンジ・リーダーとしての役割を担えるよう
になることを非常に重要視している。そして、このレベル
の組織は、従業員を巻き込むためにソーシャル・ツールや
コラボレーション・ツールを高く評価している。

　次のレベルに到達するためには、全社規模でのチェン
ジ・マネジメントのケイパビリティを体系的に育成し、チ
ェンジ・マネジメントのために割り当てる予算を明確に示
し、そして、全てのプロジェクト計画において統合された
形式でチェンジ・マネジメント・アクティビティを正式化
していくことがポイントである。
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5. 組織文化への定着（Embedded）

　最も発展レベルの高い組織においては、プログラム／プ
ロジェクトの予算に対して継続的に投資を行い、チェン
ジ・マネジメント・アクティビティをプログラム／プロジ
ェクト計画の一部に組み込み、フォーマルな方法論とツー
ルを活用し、そして、定期的にプログラムの有効性を測定
し変革の受容度合いを評価している。このレベルの組織
は、フォーマルなチェンジ・マネジメントのトレーニング
を通じて、変革に関与する全ての役割を体系的にスキル・

アップさせている。多様な変革の取り組みにおいて、変革
を柔軟に進めるために、チェンジ・マネジメントのケイパ
ビリティが幅広く適用されている。これらの組織では、変
革に取り組み、変革を受け入れる姿勢が、企業全体の文化
の中に根付いている。マインドセットや行動、そして、リ
ーダー、マネージャー、社員の働き方の中に、変化に機敏
な対応をとる姿勢が浸透しているのである。あなたの組織
は、チェンジ・マネジメントの発展レベルのうち、どの状
態にあるだろうか。

図15: チェンジ・マネジメントにおける5つの成熟度レベル

出典: IBM Organization Change Management.

全ての変革に関連する役割
の人は、多様な変革アクテ
ィビティをマネジメントで
きる変革ケイパビリティを
身につけるためのフォーマ
ルなトレーニングによりス
キルアップしている

組織文化への定着
（Embedded）

絶え間なくチェンジ・マネ
ジメントのアクティビティ
へ集中・投資し、フォーマ
ルな方法論とツールを用い
て変革の進捗を定期的にモ
ニタリングしている

変革が企業文化となって、
全ての組織のメンバーの思
考法や行動、働き方の一部
として根付いている

組織的な変革をマネジメ
ントする標準のアプロー
チが存在しない

非定型の個別対応 
（Informal）

プロジェクト計画や成果
指標に変革関連のアクテ
ィビティが組み込まれて
いない

トップ・マネジメントに
対して変革リーダーとし
て振舞うように依存する

フォーマルなチェンジ・
マネジメント方法論や関
連するトレーニングが存
在しない

基礎的行動の発現 
（Emerging）

プロジェクト状況の一部と
して、変革関連の成果指
標がある

リーダーは、個人目標と
人材開発計画の一部とし
て、チェンジ・マネジメン
トとチェンジ・リーダー
シップのスキルの教育を受
けている

チェンジ・マネジメント方
法論を導入し、様々なステ
ークホルダー間でのコミッ
トメントをリーダーが策定
可能とする

標準的なチェンジ・マネ
ジメント方法論を備え
ている

方法論の確立 
（Formalizing）

チェンジ・マネジメント
のアクティビティとツ
ールが特定のプロジェク
トに一貫して適用され
ている

リーダーは異なるステー
クホルダーにまたがる
変革へのコミットメン
トを策定することが可
能である

全ての変革に関与するリー
ダーに責任を課し、全ての
変革に関連する役割にトレ
ーニングを行い、変革の能
力を中央集約する

一元化された役割と変革
推進のために、フォーマ
ルなチェンジ・マネジメ
ントのトレーニングを行
っている

組織全体への展開
（Scaling）

プロジェクトの変革ポート
フォリオ全般にわたり、企
業全域で標準的な変革規律
が適用されている

トップおよびミドル・マネ
ジメントが変革リーダーと
なることについて、全ての
階層のリーダーに責任を課
し重要視している

筋肉を

鍛える

変革を	
常に強く	
意識する

あらゆる	
階層でリーダ
ーシップを	
発揮する

Move to 
the next 

level

プロジェクト進捗指標に変
革関連の項目を加え、リー
ダーを変革に関与させる

チェンジ・マネジメント専
用の予算を割り当て、プロ
ジェクト計画にチェンジ・
マネジメント・アクティビ
ティを一貫性を持って統合
する
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最初の一歩を踏み出すためのチェックシートとして以下の設問
を参照ください。

あらゆる階層でリーダーシップを発揮する

・	リーダーはプロジェクトにおける変革リーダーシップの重要
性を理解し、ロール・モデルとして日々従事しているか。

・個人目標の中に変革リーダーシップのアクティビティは含め

られているか。

・リーダーはコラボレーション・テクノロジーを活用して、組

織全体にわたって変革の対話に取り組んでいるか。

変革を常に強く意識する

・	リーダーはプロジェクトやイニシアティブにおける変革アク

ティビティにリソースを割り当てているか。

・あなたの組織は変革受容度合いを計測しているか。（例：ス

キル/行動適応性、組織に対する利益への理解、変革に際し

ての個人的役割に対するコミットメント、シニア・リーダー

シップのサポート）

・リーダーはマネジメント・システムの中にチェンジ・マネジ

メント・アクティビティを組み込んでいるか。（例：変革プ

ロジェクトや一過性の変革アクティビティに対するレビュ

ー）

筋肉を鍛える

・リーダー、マネージャー、従業員は特定の状況に対する共通
の方法論とツールを準備し、変革課題を管理できるだけの十
分な組織変革ケイパビリティを持っているか。

・どの程度まで、組織変革ケイパビリティは集約されて、中央

組織化されているか。

・どの程度まで、チェンジ・マネジメント専門家を体系的な個
人育成計画の導入やキャリア・フレームワークの強化によっ
て、動機付けているか。

　“IBM Institute for Business Value”の調査について詳

しくお知りになりたい場合は、iibv@us.ibm.comにお問い合
わせ下さい。我々の調査の一覧についてはウェブサイト

（ibm.com/iibv）を参照下さい。

　iPadやAndroid向けのフリー“IBM IBV”アプリをapp
ストアからダウンロードして、ご自身のタブレット
で”IBM Institute for Business Value”のエグゼクティ
ブ・レポートにアクセスいただけます。
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